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ハローワーク（公共職業安定所）一覧[求人関係]

ハローワーク 〒 所 在 地 電 話 番 号 Ｆ Ａ Ｘ 管 轄 区 域

梅 田
530-
0001

大阪市北区梅田1-2-2
大阪駅前第2ビル16階

06-6344-8609
✆音声ガイダンス実施

06-6344-0840
北区、都島区、福島区、此花区、西淀川区、
旭区
◎新規大学・高等学校・中学校卒業予定者の
求人は大阪新卒応援ハローワークへ

大阪新卒応援
ハローワーク

530-
0017

大阪市北区角田町8-47
阪急ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾋﾞﾙ18階

06-7709-9455 06-7709-9458
◎ハローワーク梅田管轄事業所の新規大学・
高等学校・中学校卒業予定者の求人受理

大 阪 東
540-
0011

大阪市中央区農人橋2-1-36
ピップビル1階～3階

06-6942-4771
✆音声ガイダンス実施

06-6942-4784
中央区〈ハローワーク大阪西の管轄区域を除く〉

天王寺区、東成区、生野区、城東区、鶴見区

大 阪 西
552-
0011

大阪市港区南市岡1-2-34
06-6582-5271
✆音声ガイダンス実施

06-4393-0577

西区、港区、大正区、浪速区、中央区のうち
安堂寺町、上汐１～２丁目、上本町西、瓦屋
町、高津、島之内、心斎橋筋、千日前、宗右
衛門町、道頓堀、東平、中寺、難波、難波千
日前、

阿 倍 野
545-
0004

大阪市阿倍野区文の里1-4-2
06-4399-6007
✆音声ガイダンス実施 06-7711-6021

阿倍野区、住吉区、東住吉区、西成区、住之
江区、平野区

淀 川
532-
0024

大阪市淀川区十三本町3-4-11
06-6302-4771
✆音声ガイダンス実施

06-6886-3868 淀川区、東淀川区、吹田市

堺
590-
0078

堺市堺区南瓦町2-29
堺地方合同庁舎1～3階

072-238-8301
✆音声ガイダンス実施

072-238-8311 堺市

布 施
577-
0056

東大阪市長堂1-8-37
イオン布施駅前店4階

06-6782-4221
✆音声ガイダンス実施

06-6783-6768 東大阪市、八尾市

岸 和 田
596-
0826

岸和田市作才町1264
072-431-5541
✆音声ガイダンス実施

072-423-8609 岸和田市、貝塚市

池 田
563-
0058

池田市栄本町12-9
072-751-2595
✆音声ガイダンス実施

072-751-5848 池田市、豊中市、箕面市、豊能郡

泉 大 津
595-
0025

泉大津市旭町22-45
テクスピア大阪2階

0725-32-5181
✆音声ガイダンス実施

0725-22-2226 泉大津市、和泉市、高石市、泉北郡忠岡町

藤 井 寺
583-
0027

藤井寺市岡2-10-18
DH藤井寺駅前ビル3階

072-955-2570
✆音声ガイダンス実施

072-955-3770 藤井寺市、松原市、柏原市、羽曳野市

枚 方
573-
0031

枚方市岡本町7-1
枚方ﾋﾞｵﾙﾈ6階

072-841-3363
✆音声ガイダンス実施

072-841-1101 枚方市、寝屋川市、交野市

泉 佐 野
598-
0007

泉佐野市上町2-1-20
072-463-0565
✆音声ガイダンス実施

072-462-8689 泉佐野市、泉南市、阪南市、泉南郡

茨 木
567-
0885

茨木市東中条町1-12
072-623-2551
✆音声ガイダンス実施

072-623-2896 茨木市、高槻市、摂津市、三島郡島本町

河 内 長 野
586-
0025

河内長野市昭栄町7-2
0721-53-3081
✆音声ガイダンス実施

0721-53-3194
河内長野市、富田林市、大阪狭山市、南河内
郡

門 真
571-
0045

門真市殿島町6-4
守口門真商工会館2階

06-6906-6831
✆音声ガイダンス実施

06-6908-8943 門真市、守口市、大東市、四條畷市

※求人情報提供・職業紹介・職業訓練関係の出先機関は掲載しておりません。

西心斎橋、日本橋、東心斎橋、松屋
町、南船場、谷町６～９丁目





とが求められます。

　また、学卒求人に限らず、全ての採用選考の場面において、応募者の適性・能

力のみを基準とした、公正な採用選考を行っていただきますよう、併せてお願い

申し上げます。

　令和５年４月
大阪労働局長　　　

　また、中長期的に我が国の労働力人口が減少する中で、産業の発展、社会の活力の維

　こうしたことから、新規学校卒業予定者の採用を予定される事業主の

人申込、内定から入社後までの各プロセスについて、実務に即した内容となっ

採用選考自主点検資料」等と併せてご活用いただき、基本的人権を尊重した公正
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「公正な採用選考」のためのチェックリスト
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求人活動等の申し合せ事項

― 2 ―



４　公正採用選考の歩み ……………………………………………………………………………   

者 規則（抄）
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法律（抄）

特定地方公共団体、

職業紹介事業者等

2023年度卒業・修了予定者等の就職・採用活動に関する要請事項

の 法律についての （通則編）（抄）

部落差別の解消の推進に関する法律

公正採用選考の歩み（年表）

学校・推薦人員一覧表

・施行規則（抄）
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求人活動等の申し合せ事項
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22～32

68～91

19～20

18 21

21

21

21 68～91

41

9221

2118

68～91

41

41～67

開始

（中学・高校）

開始

開始 18

※　中学・高校のスケジュールは令和4年度のものです。令和5年度については変更になる可能性
　があります。
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180

21～32
18

24～32

42～50

41～50

42～50

54～5734～37

180

ハローワークにおける求人公開
日は4月1日以降

71 73 71 73 74

24～32

2月1日以降 41

(p.41)

(p.41)

求人申込時に別途「青少年雇
用情報シート」の提出が必要

中卒用求人票

(p.19～20)

(採用選考関係書類等点検票)

(p.180)

7月1日以降求人者管轄ハローワ

ークが中学校管轄ハローワーク

へ連絡する(p.18)

選考後はできるだけ速やかに

採否を決定(p.18)

選考後はできるだけ速やかに

採否を決定(p.21)

採否結果の通知は、学校及び
応募者あてに各1通作成し、学
校へ送付、不採用の場合は、
その理由を具体的に明記し、
応募書類とともに学校に送付
(p.21)

採否結果通知書は、求人者管轄
ハローワーク及び中学校管轄ハ
ローワークへ送付
不採用者の応募書類（㊥職業相
談票［乙］）は、中学校管轄ハ
ローワークへ送付(p.18)

各大学等の所定の様式がない場
合は、「新規大学卒業者用標準的
事項の参考例」及び大学等が発
行する証明書等を使用し、不適正
な項目が含まれている求人者独自
の応募書類（いわゆる社用紙）は
使用しないこと(p.72,p.75)

7月1日以降に求人票を返戻する

求人票の写しを求人者が学校へ

送付(p.21)

9月5日以降に応募書類が到着

するよう(9月4日以前に到着し

ないよう)学校から企業に送付

する(p.21)

求人申込書を提出

6月1日以降(p.18)

求人者

6月1日以降(p.21)

18

41教育機関（教育庁等）及び各ハ

ローワークが別途周知する

19～20

19～20

18

21

※

令
和
２
年
１
月
６
日
よ
り
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
シ
ス
テ
ム
が
刷
新
さ
れ
、

　
求
人
申
込
方
法
が
追
加
さ
れ
ま
し
た
。
詳
し
く
は
Ｐ
51
を
ご
覧
下
さ
い
。

別途周知する日以降にハローワ

22～32

68～91

19～20

18 21

21

21

21 68～91

41

9221

2118

68～91

41

41～67

開始

（中学・高校）

開始

開始 18

※　中学・高校のスケジュールは令和4年度のものです。令和5年度については変更になる可能性
　があります。
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4118(p.16） 21

新規学卒者を対象とした新聞・出版物・インターネット等に

よる募集については、生徒が職業などについての知識・経験

が乏しいため、職業選択に当たって、学校・ハローワークが

十分職業指導する必要があることから規制しています

・出来上がった求人要項はハローワークに提出すること

（中学校は2部、高校は1部）

求人活動等の申し合せ事項

就 業 の 開 始 日

就業の開始日（実習期間中の講

習等を含む）は、満15歳に達し

た日以降の最初の4月1日から

とする

就業の開始日（実習期間中の

講習等を含む）は卒業後とす

る
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4118(p.16） 21

新規学卒者を対象とした新聞・出版物・インターネット等に
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十分職業指導する必要があることから規制しています

・出来上がった求人要項はハローワークに提出すること

（中学校は2部、高校は1部）

求人活動等の申し合せ事項
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講習等を含む）は卒業後とす

る
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p.68

のイメージダウン
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p.68

のイメージダウン

　また、事業主の方は、次のような事態に至る場合には、あらかじめハローワーク所長及び学校長に対して

その旨所定の様式により通知していただくこととなっています。(職業安定法第54条、同施行規則第35条)

② 採用内定取消しや入職時期繰下げを行った事業主から、次年度に、新規学校卒業者を対象とする求人

の申込みがあった場合は、ハローワークでは次の措置を講じることとなっています。

学生・

学生・

など

降から行われていることから、特に、この時期以降の募集の中止又は募集人員の削減は、応募予定の生徒及

びその家族に対し、採用内定取消しに相当する大きな打撃と失望を与える結果となります。

― 9 ―



若者の募集・採用等に関する指針
ご対応いただきたい５つのポイントを紹介します
若者雇用促進法に基づく指針とは
　青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、
　職業紹介事業者等その他の関係者が適切に対処するための指針

• 「青少年の雇用の促進等に関する法律」（若者雇用促進法）に基づき、
若者を募集・採用等する事業主などが講ずべき措置をまとめた指針です。

• 職業安定法の改正（令和４年10月１日施行）に伴い、青少年の募集を行う
際のルールが変わります。

 青少年が適切に職業選択を行い、安定的に働くことができるように、労働条件などの明示などに関す
る事項を遵守すること。

 広告等により提供する青少年の募集に関する情報等は、青少年に誤解を生じさせるような表示としない
こと。また、当該情報を正確かつ最新の内容に保つこと。

 明示する従事すべき業務の内容等は、虚偽または誇大な内容としないこと。

 固定残業代を採用する場合は、固定残業代に関する労働時間数と金額等の計算方法などを明示すること。

 職業安定法に基づく職業紹介事業者等指針※第５を踏まえ、求職者等の個人情報を適切に取り扱うこと

新規学卒者などを募集する事業主の皆さまへ

 労働契約が成立したと認められる場合には、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相
当であると認められない採用内定取消しは無効とされることに十分に留意し、採用内定取
消しを防止するため、最大限の経営努力などを行うこと。やむを得ない事情により採用内
定取消しなどを行う場合には、就職先の確保について最大限の努力を行うこと。

　　※　職業安定法施行規則第35条第2項では、採用内定取消しなどを行おうとする事業主は、所定の様式に
より、あらかじめ、公共職業安定所等に通知することとなっています。

 採用内定または採用内々定と引き替えに、他の事業主に対する就職活動を取りやめるよう
強要することなどの職業選択の自由を妨げる行為などは、青少年に対する公平・公正な就
職機会の提供の観点から行わないこと。

 労働契約が成立したと認められる場合には、採用内定者に対して、自由な意思決定を妨げ
るような内定辞退の勧奨は、違法な権利侵害に当たるおそれがあることから行わないこと。

固定残業代の詳細

指針の全体版も
ご覧ください

労働関係法令の留意点

新規!!

　　１ 募集にあたっての労働条件の明示などの対応が必要です

　　２ 内定取消しは無効になることもあります

※ 「職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募
集情報等提供事業を行う者、労働者供給事業者、労働者供給を受けよ
うとする者等がその責務等に関して適切に対処するための指針」
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 既卒者が卒業後少なくとも3 年間は「新卒枠」に応募できるようにすることや、できる限
り上限年齢を設けないように努めること。

 通年採用や秋季採用の導入等の個々の事情に配慮した柔軟な対応を積極的に検討するよう
努めること。

LL需

 ホームページでの公表などで、青少年雇用情報の全ての項目について情報提供することが望まし
いこと。

  厚生労働省・都道府県労働局

青少年雇用情報とは
　若者雇用促進法により、事業主は、応募者などに対して、平均勤続年数や研
修の有無と内容といった就労実態等の職場情報を提供する仕組みがあります。
　職場情報は、新卒者の募集を行う企業に対し、企業規模を問わず、
　(ⅰ) 幅広い情報提供を努力義務
　(ⅱ) 応募者等から求めがあった場合は、以下の３類型（ア～ウ）ごとに
　　　１つ以上の情報提供を義務
　としています。
　(ア) 募集・採用に関する状況
　(イ) 職業能力の開発・向上に関する状況
　(ウ) 企業における雇用管理に関する状況

 事業主は、雇用する労働者が就職活動中の学生やインターンシップを行っている者等に対す
る言動について、必要な注意を払うよう配慮することが望ましいこと。

　特に就職活動中の学生に対するセクシュアルハラスメント等は、正式な採用活
動のみならず、OB・OG訪問等の場でも問題化しています。
　企業としての責任を自覚し、OB・OG訪問等の際も含めて、セクシュアルハラ
スメント等は行ってはならないものであり厳正な対応を行う旨などを、研修など
を実施し社員に対して周知徹底すること、OB・OG訪問等を含めて学生と接する
際のルールをあらかじめ定めること等により、未然の防止に努めましょう。

青少年雇用情報の詳細

通年採用・秋季採用の詳細既卒者の応募の詳細

都道府県労働局　ハローワーク

　　３ 就活生などに対するハラスメントにも注意してください

ハラスメントの詳細

　　４ 「青少年雇用情報」の情報提供が必要です

　　５ 卒業後３年以内の者も「新卒枠」での応募受付ができるよう努めてください

LL040930開若01
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p.100,p.138

p.32

p.180

た求職者にとってわかりやすく、かつ入職時において確実に実施できる内容としてください。

及びハローワークに申し出
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p.100,p.138

p.32

p.180

た求職者にとってわかりやすく、かつ入職時において確実に実施できる内容としてください。

及びハローワークに申し出

（6）労働関係法令違反の事業主に対する、求人の不受理制度  

ハローワークは、一定の労働関係法令違反があった事業所などからの求人を受け付けません。
（p.14、15参照） 

又は以前から募集

（7）ユースエール認定制度（優良な中小企業の認定制度）  

 

認定基準（一部） 

①直近３事業年度の新卒者などの正社員として就職した人の離職率が２０％以下（直近３事業

年度の採用者数が３人又は４人の場合は、離職者数が１人以下であれば、可とします。） 

②前事業年度の正社員の月平均所定外労働時間が２０時間以下かつ、月平均の法定時間外労働

６０時間以上の正社員が１人もいないこと 

③前事業年度の正社員の有給休暇の年間付与日数に対する取得率が平均７０％以上又は年間取

得日数が平均１０日以上（有給休暇に準ずる休暇として、企業の就業規則等に規定する、有

給である、毎年全員に付与する、という３つの条件を満たす休暇について、労働者１人あた

り５日を上限として加算することができます。） 

ユースエール認定企業になると、以下の支援を受けることができるようになり、企業のイメー

ジアップや優秀な人材の確保などが期待されます。 

①ハローワークなどで重点的ＰＲを実施し、「若者雇用促進総合サイト」に認定企業として掲載

②各都道府県労働局・ハローワークが開催する就職面接会などへ

　優先的に参加が可能 

③自社の商品、広告などに認定マークの使用が可能 

④日本政策金融公庫による低金利融資制度

⑤公共調達における加点評価 

※その他ユースエール認定制度の詳細については、「若者雇用促進総合サイト」（下記ＵＲＬ）

をご参照ください。 

https://wakamono-koyou-sokushin.mhlw.go.jp 

 
＜認定マーク＞ 

　若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良な中小企業を、青少年の雇用

の促進等に関する法律に基づき厚生労働大臣が「ユースエール認定企業」として認定していま

す。（p.62）
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厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

求人企業の皆さまへ

2020年（令和２年）３月30日から、改正職業安定法の一部や関連する政令・
省令・指針が施行され、ハローワークは、一定の労働関係法令違反のある求人者
からの求人の申し込みなどを受理しないことが可能となっております。
このリーフレットでは、求人企業の皆さまが、ハローワークに求人を申し込む

際に留意していただきたい点をお知らせします。
※ 違反した場合に求人不受理となる規定が追加になります（施行日︓令和４年10月１日）。

ハローワークは、原則として、全ての求人の申し込みを受理しなければならないとされて

います。ただし、以下のいずれかの要件に該当する場合には、求人の申し込みを受理しない

ことができます。

○ ハローワークは、求人の申し込みが上記の要件に該当するか否か、求人者に対して報告を

求めることができるとされており、職業安定法では、求人者は、ハローワークからその求め

があったときは、正当な理由がない限り、応じなければならないとされています。

① 内容が法令に違反する求人
② 労働条件が通常の労働条件と比べて著しく不適当な求人
③ 一定の労働関係法令違反のある求人者による求人
④ 求人者が労働条件を明示しない求人
⑤ 暴力団員など（※）による求人

（※）暴力団員、法人で役員の中に暴力団員がいる者、暴力団員がその事業活動を支配する者
⑥ 正当な理由なく、ハローワークからの報告の求めに応じなかった求人者による求人

【参考：職業安定法】

第五条の六 公共職業安定所、特定地方公共団体及び職業紹介事業者は、求人の申込みは全て受理しなければならない。ただし、

次の各号のいずれかに該当する求人の申込みは受理しないことができる。

一～六 （上記①～⑥のとおりであるため省略）

２ 公共職業安定所、特定地方公共団体及び職業紹介事業者は、求人の申込みが前項各号に該当するかどうかを確認するため必

要があると認めるときは、当該求人者に報告を求めることができる。

３ 求人者は、前項の規定による求めがあつたときは、正当な理由がない限り、その求めに応じなければならない。

○ 正当な理由なく、ハローワークからの報告の求めに応じなかった場合は、求人
の申し込みが受理されないことになりますので、報告にご協力ください。

○ また、報告の際に、事実に相違する報告をした場合には、都道府県労働局によ
る勧告や公表などの対象となる可能性があるので、正しい内容の報告をお願いし
ます。

改正職業安定法（求人不受理）について

LL040930 首01

― 14 ―



法律 対象条項

労働基準法

＜男女同一賃金＞第４条、＜強制労働の禁止＞第５条、＜労働条件明示＞第15条第１項及び

第３項、＜賃金＞第24条、第37条第１項及び第４項、＜労働時間＞第32条、第36条第６

項（第２号及び第３号に係る部分に限る）、第141条第３項、＜休日・休暇等＞第34条、

第35条第１項、第39条第１項、第２項、第５項、第７項及び第９項、＜年少者関係＞第56

条第１項、第61条第１項、第62条第１項及び第２項、第63条、＜妊産婦関係＞第64条の

２（第１号に係る部分に限る）、第64条の３第１項、第65条、第66条、第67条第２項

（※）労働者派遣法第44条（第４項を除く）の規定により適用する場合を含む。

職業安定法

＜労働条件等の明示＞第５条の３第１項（労働者の募集を行う者に係る部分に限る）、第２

項及び第３項、第５条の４第１項（労働者の募集を行う者に係る部分に限る）及び第２項

（労働者の募集を行う者に係る部分に限る）、＜求職者等の個人情報の取扱い＞第５条の５

（労働者の募集を行う者に限る）、＜求人の申込み時の報告＞第５条の６第３項、＜委託募

集＞第36条、＜労働者募集に係る報酬受領・供与の禁止＞第39条（労働者の募集を行う者

に係る部分に限る）、第40条、＜労働争議への不介入＞第42条の２において読み替えて準

用する法第20条（労働者の募集を行う者に係る部分に限る）、＜秘密を守る義務＞第51条

（労働者の募集を行う者に係る部分に限る）

最低賃金法 第４条第１項

労働施策総
合推進法

第30条の２第１項及び第２項（第30条の５第２項及び第30条の６第２項において準用する
場合を含む）
（※）第30条の２第１項の規定を労働者派遣法第47条の４の規定により適用する場合を含む。

男女雇用機
会均等法

第５条から第７条、第９条第１項から第３項、第11条第１項及び第２項（第11条の３第２

項、第17条第２項及び第18条第２項において準用する場合を含む）、第11条の３第１項、

第12条及び第13条第１項

（※）労働者派遣法第47条の２の規定により適用する場合を含む。

育児・介護
休業法

第６条第１項、第９条の３第１項、第10条、第12条第１項、第16条（第16条の４及び第
16条の７において準用する場合を含む）、第16条の３第１項、第16条の６第１項、第16
条の８第１項（第16条の９第１項において準用する場合を含む）、第16条の10、第17条
第１項（第18条第１項において準用する場合を含む）、第18条の２、第19条第１項（第
20条第１項において準用する場合を含む）、第20条の２、第21条第2項、第23条第１項
から第３項まで、第23条の２、第25条第１項及び第２項（第52条の４第２項及び第52条
の５第２項において準用する場合を含む）及び第26条

（※）労働者派遣法第47条の３の規定により適用する場合を含む。

違反した場合に求人の申込みが受理されないこととなる法律の規定

対象となる主なケース 基本となる不受理期間

労働基準法及び
最低賃金法に関する規定

１年間に２回以上、同一の対象条項違
反により是正指導を受けた場合

法違反の是正後６か月経過する
まで

対象条項違反により送検され、公表さ
れた場合

送検された日から１年経過する
まで

職業安定法、労働施策総
合推進法、男女雇用機会
均等法及び育児・介護休

業法に関する規定

対象条項に違反し、法違反の是正を求
める勧告に従わず、公表された場合

法違反の是正後６か月経過する
まで

以下に該当する場合には、求人の申込みが受理されません
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　新規中学校卒業者を対象とした新聞・出版物・インターネット等による募集については、生徒

が職業等についての知識・経験に乏しいため、職業選択に当たって学校やハローワークが十分な

職業指導を行う必要があることから禁止されています。

(4)求人要項・募集要項

　企業が作成する求人要項や募集要項、募集要領は、求人票の内容を補足し、事業内容・職務内容

などについて、応募者の理解を深めるためのものです。
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　新規中学校卒業者を対象とした新聞・出版物・インターネット等による募集については、生徒

が職業等についての知識・経験に乏しいため、職業選択に当たって学校やハローワークが十分な

職業指導を行う必要があることから禁止されています。

(4)求人要項・募集要項

　企業が作成する求人要項や募集要項、募集要領は、求人票の内容を補足し、事業内容・職務内容

などについて、応募者の理解を深めるためのものです。

179

　オンラインによる応募前職場見学を検討される際には高等学校で使用できる通信機器に限り

があることから、学校と事前調整を行った上で、最大限柔軟な対応をお願いします。

（また、オンラインによる応募前職場見学に対応できる環境にない高等学校については、個別

で応募前職場見学を実施する等の配慮をお願いいたします。）

応募前職場見学を特定指定日で実施する場合は、応募前職場見学実施予定表を、求人票
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6月1日

11令和4

求人申込時に「青少年雇用情報シート」の提出が必要です。

19～20

2022

p.73

5（2023）

中学校管轄ハローワークへ
中学校管轄ハローワークへ送付してください。

送付してください。

令和
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6月1日

11令和4

求人申込時に「青少年雇用情報シート」の提出が必要です。

19～20

2022

p.73

5（2023）

中学校管轄ハローワークへ
中学校管轄ハローワークへ送付してください。

送付してください。

令和

令和５

令和５

「定期的に支払われる賃金」…基本給が月給の場合は、その額
を記入。日給の場合は、賃金計算の基礎となる換算日数を記
入し、その日数による月額を基本給として記入する。
（「基本給」欄には固定残業代など各種手当は含めないこと。）
また、地域手当、物価手当、食事手当、被服手当等、毎月全
員に決まって支給される手当とその額について「手当」欄に記
入し、合計欄は通勤・住込別に記入する。
なお、固定残業代制を採用する場合は、その名称及び金額を
「手当」欄に記入し、詳細を「１２補足事項」欄に記入する。他
の手当に固定残業代が含まれる場合は、固定残業代分を分
けて記入する。
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2

各欄に書ききれなかった内容や応募上の注意事
項、採用に当たって参考となる情報等を記入する。
具体的には、事業所の特色、新入社員の研修制
度、異動や昇進・昇級の状況、ノルマの有無、福利
厚生制度、仕事内容について当面従事する仕事と
将来従事させようとする仕事等。生徒にとって、自
分の未来像が具体的にイメージできる求人とする
ため、当欄を最大限活用し、事業所の魅力を効果
的にアピールしてください。また、就業場所ごとの
受動喫煙対策も記入して下さい。

2024

43

令和5（2023）
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なお、面接等の採用選考を行わずに、応募書類のみで採否を決定することは事前選考となります。

また、適性検査等や筆記試験のみで採否を決定することは、職業経験のない生徒の適性や能力を適切

に測れず正確な評価に欠けるおそれがあることから、総合的に評価するためにも必ず面接を行ってください。

応募の連絡があった場合は、遅滞なく選考日等の設定及び連絡を行い、円滑な採用選考にご協力を

お願いします。

紹介(推薦)は、近畿統一応募用紙(p.73～74)により、9月5日以降に到着するよう(9月4日以前に到着し

ないよう)学校から送付されます。

応募書類は統一用紙となっていますので、それ以外の事業所独自の社用紙や戸籍謄(抄)本等の提出

は求めないでください。

なお、大阪では令和5（2023）年3月卒業者の場合、選考開始時期（9月16日）から1人2社までの複数応

募・推薦が可能です。複数応募の可否については、求人者が選択することになりますので、求人者管轄

ハローワークより複数応募の可否に係る確認を行います。

p.24〜32

6月1日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、2020年１月６日以降、求人申込方法が

追加されました（p.52参照）。これにより申し込みを行った場合、「採用選考関係書類等点検票」（p.180）及

び、指定校求人の場合は、「学校・推薦人員一覧表」（p.176）を郵送等により、提出して下さい。（必要に

応じて来所を頂く場合もあります）

令和５（2023）年3月新規学校卒業者の採用(内定)状況について、p.177の報告書を使用し、ハローワー
クが別途指定する期日までに必ず提出してください。

新規学校卒業者については、採用決定から入社まで数カ月ありますが、この間は学校教育の仕上げ
の時期ですので、勉学に専念できるよう次の点に配慮してください。
①　採用事業所では、事業所理解のための社内報を送付するなど事業所と本人・家族との連絡を密に

することは大切なことですが、家庭訪問は必要以上の不安や心理的な負担をかけることになり、ま
た、結果的には身元調査に類した活動となりますので行わないでください。

②　フォローアップのため実習・教育訓練や懇親会等の名目で呼び出したり、資格取得やレポート類
の提出を求めることは、学校教育への影響が大きいことから、卒業まで行わず、入社後に事業主の
指揮命令のもとで行うようにしてください。

③　誓約書、身元保証書等の提出を求める場合は、あらかじめ服務上遵守しなければならない事項
(就業規則、その他規程など)等について、入社時(入社後も含む)であっても本人はもちろん保証
人となる人々にも、十分その目的、内容を説明し、理解を得る配慮が必要です。

返戻後に求人内容を変更する場合は、指定校求人・公開求人にかかわらず原本を管轄ハローワークに

返却してください。

なお、p.52により求人申込みを行った場合も同様です。また、求人票の

2

各欄に書ききれなかった内容や応募上の注意事
項、採用に当たって参考となる情報等を記入する。
具体的には、事業所の特色、新入社員の研修制
度、異動や昇進・昇級の状況、ノルマの有無、福利
厚生制度、仕事内容について当面従事する仕事と
将来従事させようとする仕事等。生徒にとって、自
分の未来像が具体的にイメージできる求人とする
ため、当欄を最大限活用し、事業所の魅力を効果
的にアピールしてください。また、就業場所ごとの
受動喫煙対策も記入して下さい。

2024

43

令和5（2023）
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求人申込書の書き方
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求人申込書の書き方
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《指定校求人の申込にあたって》
指定校求人の申込みにあたっては、求人申込書に「学校・推薦人員一覧表」（p.176）を添付してください。

なお、「補足事項」欄又は「求人条件に係る特記事項」欄のスペースに余裕のある場合には、当該欄に「学校

名」及び「推薦人数」を記載することとして、差し支えありません。

求人申込書

求人申込書の記載
等の欄

指定校求人における学校の記載は、

「学校名」を記載するにあたっては、
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MEMO

《指定校求人の申込にあたって》
指定校求人の申込みにあたっては、求人申込書に「学校・推薦人員一覧表」（p.176）を添付してください。

なお、「補足事項」欄又は「求人条件に係る特記事項」欄のスペースに余裕のある場合には、当該欄に「学校

名」及び「推薦人数」を記載することとして、差し支えありません。

求人申込書

求人申込書の記載
等の欄

指定校求人における学校の記載は、

「学校名」を記載するにあたっては、
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求人票の見方
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求人票の見方

― 35 ―



― 36 ―



― 37 ―



・採用選考は、応募者の基本的人権を尊重するとともに、職務遂行上必要な本人の適性・能力
に基づいた基準により行うことが大切です。

・例えば、オンライン面接に対応できることや、対面での面接において 検査実施済である
ことを必須の条件とするなど、適性・能力とは関係のないことで、不利益な取扱いを行う
ことのないようお願いします。

詳しくは、公正採用選考特設サイトをご覧ください。

・学校で使用できるオンライン面接会場や通信機器には限りがあります。面接日の複数設定
や、企業による機器や面接会場の用意など、学校とも事前に調整した上で、最大限、柔軟な
対応をお願いします。

・学校との調整に際しては、学校ごとに通信環境が異なるほか、学校の面接会場確保や教員の
対応が難しい場合もあることに御留意ください。

・通信料などの経済的な負担の観点等から、生徒の自宅以外での実施としてください。
・面接の流れやトラブル発生時の対応について、学校と事前に打合せを行うようお願いします。
・企業側がオンライン面接会場を用意する場合でも、実際に使用する 会議ツールを学校
にもお知らせください。

・高校生は面接機会が限られています。新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に十分
に留意しつつ、職場の雰囲気が伝わるよう、工夫いただくようお願いします。

・面接直前に生徒が感染したり、濃厚接触者となる可能性があるほか、ワクチン接種日と面接
日が重なるなどのケースも考えられます。面接方法（対面又はオンライン）に関わらず、
状況に応じて日程を変更するなど、柔軟に対応するようお願いします。

高校生の採用選考を行う企業の皆さまへのお願い

・都道府県労働局・ハローワーク 開若

感染拡大防止に留意するほか、学校・生徒の個
別事情にも配慮した柔軟な対応をお願いします

公正な採用選考をお願いします

オンライン面接を行う場合は、学校・生徒の
通信環境等に配慮するようお願いします

（詳細は次ページ）

○令和 年 月高等学校卒業者の就職について
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面接時の留意点

事前準備時の留意点
□ 利用する 会議ツールの確認
⇒学校を会場として実施する場合、学校ごとに対応出来る 会議ツールが限られて
いるので、企業側が学校の 会議ツールに対応できない場合は、対面での面接実
施などの対応をお願いします。

⇒接続時間の利用制限など、 会議ツールの機能の確認もお願いします。
※ハローワークでは機器や 会議ツールの設定方法などの技術的な相談はお答えできません。

□ 接続テストとトラブル対応の確認
⇒事前に接続テストを行うとともに、面接中に音声・映像のトラブルなどが起こった場
合の連絡体制など、緊急時の対応についても確認をお願いします。

□ 当日のスケジュール管理
⇒対面での面接よりも準備や入れ替えに時間を要すると考えられますので、時間設定に
は十分な余裕を持ってください。

□ 面接開始の合図は明確に
⇒生徒はログイン状態で待機していますので、通信状態を確認した後、「これから面接
を始めます」など、明確な合図をお願いします。

□ 緊張をほぐす声がけを
⇒慣れない環境での面接ですので、対面での面接以上に生徒は緊張しています。生徒が
本来の実力を発揮できるよう、お互いに会話がしやすい雰囲気を作っていただくよう
お願いします。その際、出生地や家族に関することなど本人に責任のない事項や、尊
敬する人物や愛読書など思想・信条に関することなど、本人の適性・能力以外の質問
をしないようご留意ください。また、質問内容が聞き取りづらかったり、分かりにく
かったりするところはないか、こまめに確認をお願いします。

□ あいづちや反応を分かりやすく
⇒画面を通すと言葉や表情が伝わりにくくなるので、対面よりもはっきり話すようお
願いします。

⇒対面での面接に比べてタイムラグが生じる場合があるため、生徒が話している途中
でのあいづちにも御留意ください。

□ 面接終了の合図を
⇒面接終了については、「これで面接を終了します」など声かけをして、退出（ログ
アウト）を促してください。

⇒面接する生徒が複数名いる場合、次の生徒の面接が始まるまでは企業内部での打ち
合わせなどの音声が入らないよう御留意ください。
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ウ．大阪府立高等職業技術専門校・大阪障害者職業能力開発校及び近畿

職業能力開発大学校等 修了予定者
大阪府立高等職業技術専門校等では、技能者の育成を行い、産業界へ送り出しています。

（1）大阪府立高等職業技術専門校・大阪障害者職業能力開発校修了予定者

● 府立高等職業技術専門校修了予定者への求人については、各ハローワークのほか各技術専門校で

受け付けています。大阪障害者職業能力開発校等の障がい者科目については、各ハローワークで受

け付けています。

求人に関するご相談は、各ハローワーク、技術専門校、障害者職業能力開発校に、お気軽にお問
い合わせください。

● 各技術専門校及びハローワークで受け付けた求人情報は、技術専門校等の生徒に、適宜提供して

います。

◇府立高等職業技術専門校等一覧表（※2023年度の訓練の訓練科目は下記参照）

★

★

★

府立高等職業技術専門校等 ２０２３年度の訓練科目
校名 訓練科目 校名 訓練科目 校名 訓練科目

３Dモデルクラフト科 ●　機械加工・営業科

ロボテックオートメーション科 ●　ビル管理科

ICTプログラミング科 ●　機械ＣＡＤデザイン科

電気工事科建築設計科

ものづくり金属科建築設備科

インテリア木工科

★ＣＡＤ技術科

ワークトレーニング科

★Ｗｅｂデザイン科

● ビル設備管理科

★ＯＡビジネス科

● ビルクリーニング管理科

★オフィス実践科

● 建築内装ＣＡＤ科

★ワークサービス科

★● 職域開拓科

● キャリアチャレンジ科

★● Ｊｏｂチャレンジ科

●　ジョブステップ科

★ワークアシスト科
※ 訓練科目の●印は、６か月訓練の科目です。

★印は、障害のある方が対象の科目です。

（2）近畿職業能力開発大学校・関西職業能力開発促進センター大阪港湾労働分所修了予定者

近畿職業能力開発大学校等の修了予定者に対する職業紹介関係業務は、当該校で行いますので、直
接学校へ求人の申込みをしてください。

施 設 名 〒 所 在 地 電話番号 FAX番号

北大阪高等職業技術専門校 573-0128 枚方市津田山手 2-11-40 072-808-2151 072-808-2152

東大阪高等職業技術専門校 578-0984 東大阪市菱江 6-9-10 072-964-8836 072-964-8904

南大阪高等職業技術専門校 594-1144 和泉市テクノステージ 2-3-5 0725-53-3005 0725-53-3015

夕陽丘高等職業技術専門校 543-0002 大阪市天王寺区上汐4-4-1 06-6776-9900 06-6776-9905

大阪障害者職業能力開発校 590-0137 堺市南区城山台 5-1-3 072-296-8311 072-296-8313

施 設 名 〒 所 在 地 電話番号 FAX番号

近畿職業能力開発大学校 596-0817 岸和田市岸の丘町3－1－1 072-489-2111 072-479-1751

関西職業能力開発促進センター
大阪港湾労働分所

551-0023 大阪市大正区鶴町 2－20－21 06-6552-4012 06-6552-4400

自動車・車体整備科

電気主任技術科

情報通信科

Webシステム開発科

化学ビジネス科

空調設備科

夕 

陽 

丘 

校
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ウ．大阪府立高等職業技術専門校・大阪障害者職業能力開発校及び近畿

職業能力開発大学校等 修了予定者
大阪府立高等職業技術専門校等では、技能者の育成を行い、産業界へ送り出しています。

（1）大阪府立高等職業技術専門校・大阪障害者職業能力開発校修了予定者

● 府立高等職業技術専門校修了予定者への求人については、各ハローワークのほか各技術専門校で

受け付けています。大阪障害者職業能力開発校等の障がい者科目については、各ハローワークで受

け付けています。

求人に関するご相談は、各ハローワーク、技術専門校、障害者職業能力開発校に、お気軽にお問
い合わせください。

● 各技術専門校及びハローワークで受け付けた求人情報は、技術専門校等の生徒に、適宜提供して

います。

◇府立高等職業技術専門校等一覧表（※2023年度の訓練の訓練科目は下記参照）

★

★

★

府立高等職業技術専門校等 ２０２３年度の訓練科目
校名 訓練科目 校名 訓練科目 校名 訓練科目

３Dモデルクラフト科 ●　機械加工・営業科

ロボテックオートメーション科 ●　ビル管理科

ICTプログラミング科 ●　機械ＣＡＤデザイン科

電気工事科建築設計科

ものづくり金属科建築設備科

インテリア木工科

★ＣＡＤ技術科

ワークトレーニング科

★Ｗｅｂデザイン科

● ビル設備管理科

★ＯＡビジネス科

● ビルクリーニング管理科

★オフィス実践科

● 建築内装ＣＡＤ科

★ワークサービス科

★● 職域開拓科

● キャリアチャレンジ科

★● Ｊｏｂチャレンジ科

●　ジョブステップ科

★ワークアシスト科
※ 訓練科目の●印は、６か月訓練の科目です。

★印は、障害のある方が対象の科目です。

（2）近畿職業能力開発大学校・関西職業能力開発促進センター大阪港湾労働分所修了予定者

近畿職業能力開発大学校等の修了予定者に対する職業紹介関係業務は、当該校で行いますので、直
接学校へ求人の申込みをしてください。

施 設 名 〒 所 在 地 電話番号 FAX番号

北大阪高等職業技術専門校 573-0128 枚方市津田山手 2-11-40 072-808-2151 072-808-2152

東大阪高等職業技術専門校 578-0984 東大阪市菱江 6-9-10 072-964-8836 072-964-8904

南大阪高等職業技術専門校 594-1144 和泉市テクノステージ 2-3-5 0725-53-3005 0725-53-3015

夕陽丘高等職業技術専門校 543-0002 大阪市天王寺区上汐4-4-1 06-6776-9900 06-6776-9905

大阪障害者職業能力開発校 590-0137 堺市南区城山台 5-1-3 072-296-8311 072-296-8313

施 設 名 〒 所 在 地 電話番号 FAX番号

近畿職業能力開発大学校 596-0817 岸和田市岸の丘町3－1－1 072-489-2111 072-479-1751

関西職業能力開発促進センター
大阪港湾労働分所

551-0023 大阪市大正区鶴町 2－20－21 06-6552-4012 06-6552-4400

自動車・車体整備科

電気主任技術科

情報通信科

Webシステム開発科

化学ビジネス科

空調設備科

夕 

陽 

丘 

校

（１）大学等卒業予定者の就職・採用活動時期について

以下のとおり設定されています。

具体的な取扱いについては「2023年度卒業・修了予定者等の就職・採用活動に関する要請事項」

(p.178)をご確認ください。

①広報活動

卒業・修了年度に入る直前の３月１日以降

②採用選考活動

卒業・修了年度の６月１日以降

③採用内定

卒業・修了年度の１０月１日以降

p.100,p.138

（2）

全国的な大学等卒業予定者における公正な採用選考に向けた取組みとしては、国公私立の大学、短

期大学及び高等専門学校 ( 以下「大学等」という。) で構成する就職問題懇談会が、 学生の就職機会の

均等を期すること等を目的に、適切な応募書類の提出や男女雇用機会均等に則した採用募集 ・選考等

が行われるよう、求人企業に要請することについて申合わせを行い、また、( 一社 ) 日本経済団体連合会

は、「採用選考に関する指針」を提唱し、公平 ・公正な採用の徹底を呼びかけていましたが、２０２０年度

（２０２１年３月）以降に卒業 ・修了予定である学生の就職 ・採用活動については、 経団連として「採用選

考に関する指針」を策定せず、政府主導により、これまでと同様に就職 ・採用活動のルールを策定し、経

済団体に対して要請を行っています。（p.159 参照）

（4）

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（以下

「労働施策総合推進法」という）第9条により、年齢制限を設けることが原則、禁止されていますが、長期勤

続によるキャリア形成の観点から、新規学卒者等をはじめとした若年者等を期間の定めのない労働契約

の対象として募集・採用する場合については、例外事由【労働施策総合推進法施行規則第１条の３第１

項３号のイ（p.112参照）】として上限年齢を定めることが認められます。

（3）

学生への公開展示は4月1日から行います。(職業紹介は6月1日以降となります。)

なお、全国のハローワークの求人情報提供パソコンで求人票を公開するとともに、ハローワークイン

ターネットサービスによる求人情報の公開を実施しております。

p.42～50,p.60～61

求人とする必要があります。

2月1日

― 41 ―



求人申込書の書き方
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求人申込書の書き方
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求人票の見方

②
③

④

⑤ ⑦

⑧

⑨

⑪

⑫

⑯

⑬

⑥

④

⑩
⑩

⑭

⑰
⑱

⑮

⑨’

（１／３）

⑤

①

令和○年○月○日

○○○○○ｰ○○○○○○ ○○○○ｰ○○○○○○ｰ○

― 54 ―



求人票の見方

②
③

④

⑤ ⑦

⑧

⑨

⑪

⑫

⑯

⑬

⑥

④

⑩
⑩

⑭

⑰
⑱

⑮

⑨’

（１／３）

⑤

①

令和○年○月○日

○○○○○ｰ○○○○○○ ○○○○ｰ○○○○○○ｰ○

⑪「通勤手当」
通勤手当が実費ではなく、会社規定の計算方法により支給される場
合があります。

⑬「就業時間」
一定期間の労働時間が変則的な「変形」や、「交替制」の場合など、
どのような働き方なのか分からない場合は、ハローワークに聞いて
みましょう。また、複数の時間帯が記載されているときは、どの時
間の勤務もあり得る場合や、その時間の中から選択して勤務する場
合などがあるので、面接などで確認するといいでしょう。

⑭「時間外」
早出出勤や残業のことです。時期により残業時間に差がある場合が
あります。気になるときは面接などで確認してください。
なお、３６協定（労働基準法第３６条に基づく時間外及び休日労働
に関する労使協定）がある場合は「あり」となっていますのでよく
確認しましょう。

⑩「賞与」「昇給」
「賞与」は制度及び前年度実績が記載されています。
「昇給」は制度及び前年度一年間の実績又は割合が記載されていま
す（採用された年度の翌年度の４月１日までの昇給を含む。 ）。
会社・個人の業績により変動することがあります。

⑱「週休二日制」
 「週休二日制」欄には、完全週休二日制を実施している場合は
「毎週」、前記以外の形態で週休二日制を実施している場合は「そ
の他」、週休二日制でない場合「なし」と記載されています。

⑯「休日等」
記載されている休日の制度に不明な点がある場合は、ハローワーク
に聞いてみましょう。
また、休日出勤が必要な場合もあることに注意してください。

⑫「加入保険等」
各種保険制度の加入状況が記載されています。
• 雇用･･･雇用保険。失業した場合などに支給されます。
• 労災･･･労災保険。業務上の病気・ケガなどの場合に支給されます。
• 健康･･･健康保険。業務外の病気・ケガなどの場合に支給されます。
• 厚生･･･厚生年金保険。老齢になった場合、障害が残った状態と
なった場合、死亡した場合などに支給されます。

• 財形･･･勤労者財産形成促進制度。働く人の財産形成促進のための
貯蓄制度です。

• 退職金共済･･･退職金を確実に支払うために企業が預金を社外に積
み立てる制度です。

⑮「入居可能住宅」
求人事業所が従業員のために用意している単身用・世帯用それぞれ
の住宅があり、入居可能な場合に、「単身用あり」又「世帯用あり」
が、入居可能な住宅がない場合は「なし」が記載されております。
なお、利用条件等がある場合は、「求人条件にかかる特記事項」に
記載されています。

⑰「有給休暇」
 入社時の有給休暇日数や6ヶ月経過後の有給休暇日数欄には取得可
能日数が記載してあります。取得実績ではないので注意してくださ
い。

②「雇用形態」
この欄の表示には以下の種類があります。
①「正社員」
　直接雇用で、雇用期間の定めがなく、フルタイムのもの。
②「正社員以外」
　 臨時社員、契約社員、嘱託社員等正社員以外のもの。
③「有期雇用派遣」
④「無期雇用派遣」
また、正社員採用されるために資格取得などの条件がある場合があ
ります。
「補足事項や求人条件に係る特記事項」欄なども確認してください。

⑨「手当」
手当には、営業手当、職務手当などさまざまな種類があります。記
載されている手当の支給条件などをハローワークに確認しましょう。

⑧「賃金形態等」
さまざまな賃金形態があります。
①月給･･･月単位で算定される賃金
②日給･･･日単位で算定される賃金（日払支給とは限りません。月
払、週払、日払などがあります）
③時給･･･時間単位で算定される賃金（月払、週払、日払などがあ
ります）
④年俸･･･年額が決められ、各月に分けて支給されます。支払い方
法は会社ごとの規程を必ず確認してください。）

④「職種」「仕事の内容」
採用後初めて従事する仕事の内容、また将来見込まれる仕事の内容
が記載されています。入社後に職種間の異動がある場合があります。

⑦「受動喫煙対策」
就業場所における受動喫煙の防止に向けた取組の内容について記載
があります。

③「就業形態」
この欄には以下のいずれかが表示されます。
・派遣・請負ではない
・派遣
・紹介予定派遣
・請負

⑤「就業場所・転勤の可能性」
採用された場合に実際に働く場所が書いてあります。事業所所在地
と就業場所が異なる場合があるのでよく確認しましょう。
また、「転勤の可能性なし」となっていても、研修を遠方で実施す
る場合や、事業拡大などで将来転勤を打診される場合もあります。
転勤できない場合は、面接などでそのことを伝えておくのが良いで
しょう。

⑥「試用期間」
試用期間がある場合、その期間については、「補足事項」欄に記載
があります。期間中の条件について、変更がある場合も「補足事項」
欄に記載があります。

⑨ʻ計（税込）（a+b+c）
表示されている額から所得税・社会保険料等が控除されますので注
意してください。

①「オンライン自主応募受付可否」
求人者がオンライン自主応募を受け付けているかどうかが記載され
ています。「可」である場合はオンライン自主応募が可能です。
オンライン自主応募の詳細については、3頁に記載のご案内をご覧
ください。
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⑳

⑲

㉑

㉒

㉓

（２／３）

令和○年○月○日

○○○○○ｰ○○○○○○ ○○○○ｰ○○○○○○ｰ○
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⑳「補足事項」「求人条件に係る特記事項」
 求人条件に関する特記事項、企業の特長や労働条件、福利厚生、試用期間の詳細に関する補足説明
が記載されている場合があるので、必ず確認しましょう。
 

⑲「選考方法」
応募の受付方法について、郵送、電話、FAX、Eメール、求職者マイページからの登録の可否等につ
いて「補足事項」欄に記載があります。
※求職者マイページから登録可の場合、応募書類を求職者マイページにアップロードし、応募するこ
とができます。

㉑「募集・採用に関する情報」
過去３年間の新卒採用者数・離職者数、過去３年間の新卒採用者数の男女別人数、平均勤続年数を確
認することができます。
法令で定める情報提供項目ではありませんが、参考値として、可能であれば平均年齢についても情報
提供するよう、企業に推奨しています。

㉒「職業能力の開発及び向上に関する取組の実施状況」
研修制度や自己啓発支援といった職業能力の開発及び向上に関する取組の有無や具体的内容を確認す
ることができます。
制度として就業規則等に規定されているものでなくても、継続的に実施していて、そのことが従業員
に周知されていれば、「有」として情報提供されます。

㉓「職場への定着の促進に関する取組の実施状況」
前事業年度の月平均所定外労働時間の実績、有給休暇の平均取得日数、育児休業取得対象者数・取得
者数（男女別）、また、役員に占める女性の割合及び管理的地位（※）にある者に占める女性の割合
を確認することができます。
※「管理的地位にある者」とは、原則としていわゆる課長級以上のことを指しています。

⑳

⑲

㉑

㉒

㉓

（２／３）

令和○年○月○日

○○○○○ｰ○○○○○○ ○○○○ｰ○○○○○○ｰ○
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※ オンライン自主応募を行うには、求職者マイページへの登録が必要です。
　　求職者マイページ開設方法︓https://www.hellowork.mhlw.go.jp/member/mem_establish.html　
※ オンライン自主応募で不採用となった場合、同一の求人へのオンライン自主応募・紹介はできません。
※ オンライン自主応募ができる求人の上限は15件です。
※ 応募辞退の連絡を行わずに面接に来なかったという報告が求人者から３か月で５件以上あった場合、
　求職者マイページの利用制限がかかります（解除にはハローワークへの来所が必要です）。
※オンライン自主応募の詳細については、https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000820477.pdf　をご覧ください。

新規大学等卒業・修了予定者については、卒業・修了年度の６月１日以降に採用選考
活動を開始するよう要請しています。卒業・修了予定者は、この要請を遵守し、6月1日
より前にオンライン自主応募を行わないでください。

オンライン自主応募は、ハローワークによる職業紹介に該当しないため、ハローワー
クの職業紹介を要件とする雇用保険の再就職手当等の対象外です。

オンライン自主応募に伴って生じるトラブル等については当事者同士で対応すること
になります。

検索で探した求人に直接応募する
ハローワークインターネットサービス「オンライン自主応募」のご案内

「オンライン自主応募」とは

「オンライン自主応募」は、求職者ご自身がハローワークインターネットサービスで探した求人につい
て、ハローワークの紹介を受けずに直接応募する機能です。

1　オンライン自主応募の注意点
ty

２　オンライン自主応募の方法
ty

③右上の「自主応募」ボタンを押し、志望
動機等の必要事項を入力して応募を完了さ
せてください。

ハローワークでは、
　・求人事業所に対し、募集条件の確認や、場合により条件の緩和・拡充の提案など、
　・求職者の皆様に対しては、応募書類の作成支援や、面接のマナー・心構えについてアドバイスや模擬面接など
　も行っていますので、応募前にぜひハローワークでご相談ください。

応募前にハローワークでのご相談もご検討ください︕
ぜひ

①ハローワークインターネットサービスで
求人を検索します。
URL
https://www.hellowork.mhlw
.go.jp/index.html

②求人の「オンライン自主応募の受付」欄が
「可」となっているか確認してください。

（３／３）
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